
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

該当事項なし。

　　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 令和2年5月15日改正 内閣府公益認定等委員会）を採用している。

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

①時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　　　

最終仕入原価法による原価法によっている。

①有形固定資産　（リース資産を含む。）

定率法による減価償却を実施している。但し、平成19年4月1日以降に取得した建物並びに平成28年4月1日以降に

取得した建物付属設備及び構築物は定額法による減価償却を実施している。また、所有権移転外リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって減価償却を実施している。

②無形固定資産

定額法による減価償却を実施している。

①賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

②退職給付引当金

職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

③役員退任慰労引当金

役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

平成21年4月1日から契約納品されたリース資産については、リース会計基準に準じた会計処理によっている。

それ以前に契約納品されたリース資産については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特 定 資 産

365,322,498      -                     20,823,381       344,499,117      

12,361,089       -                     1,785,032         10,576,057       

70,008             -                     69,998             10                   

12,729,615       -                     6,364,802         6,364,813         

1,164,871         -                     582,432            582,439            

43,300,000       -                     -                     43,300,000       

32,000,000       -                     32,000,000       -                     

466,948,081      -                     61,625,645       405,322,436      

２．重要な会計方針

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

  (3)  固定資産の減価償却の方法

  (4)  引当金の計上基準

  (5)  リース取引の処理方法

  (6)  消費税等の会計処理

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科　　　　　　　目

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

巡回ﾃﾞｰﾀ収集ｼｽﾃﾑ導入資金積立金

歯科診療所移設資金積立金

合　　　　　　　　　　計



基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に

からの充当額) からの充当額) 対応する額)

特 定 資 産

344,499,117      344,499,117)(      -                     -

10,576,057       8,357,725)(         2,218,332)(         -

10                   5)(                     5)(                     -

6,364,813         2,901,606)(         3,463,207)(         -

582,439            166,670)(            415,769)(            -

43,300,000       -                     43,300,000)(       -

405,322,436      355,925,123)(      49,397,313)(       0)(                     

５．担保に供している資産　

建物及び建物附属設備166,107,482円（帳簿価額）は、短期借入金50,000,000円、一年以内返済長期借入金9,150,000円の

担保に供している。

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特 定 資 産

1,250,104,076 905,604,959 344,499,117

181,457,859 170,881,802 10,576,057

7,000,000 6,999,990 10

210,858,000 204,493,187 6,364,813

19,356,700 18,774,261 582,439

1,668,776,635 1,306,754,199 362,022,436

その他の固定資産

2,306,326,407 1,984,322,166 322,004,241

956,175,701 881,675,166 74,500,535

176,853,457 167,691,586 9,161,871

92,024,350 91,941,276 83,074

273,831,699 273,752,899 78,800

539,741,671 471,109,177 68,632,494

571,984,287 482,757,267 89,227,020

29,061,325 20,663,691 8,397,634

4,945,998,897 4,373,913,228 572,085,669

6,614,775,532 5,680,667,427 934,108,105

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当事項なし。

８．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く）等の偶発債務

該当事項なし。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし。

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    科　　　　　　　目 当期末残高

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

巡回ﾃﾞｰﾀ収集ｼｽﾃﾑ導入資金積立金

合　　　　　　　　　　計

科　　　　　　　目

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

小　　　　　計

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

小　　　　　計

合　　　　　　　　　　計



10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　補  助  金

東   京   都 -                     15,137,000 21,587,000 -6,450,000       未収金

東   京   都 -                     2,510,690 2,236,793 273,897            未払金

東   京   都 -                     2,010,000 2,010,000 -                     -                     

東   京   都 -                     145,200 145,200 -                     -                     

東   京   都 -                     444,000 444,000 -                     -                     

東   京   都 -                     115,000 115,000 -                         -                     

東京都福祉保健局 -                     4,870,245 4,870,245 -                     -                     

板橋区 -                     3,612,000 3,612,000 -                     -                     

板橋区 -                     143,000 143,000 -                     -                     

　助  成  金

厚生労働省 -                     4,740,902 4,740,902 -                     -                     

東   京   都 -                     100,000 100,000 -                     -                     

（公財）東京都福祉
保健財団

-                     112,000 112,000 -                     -                     

-                     33,940,037 40,116,140 -6,176,103       

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

金    額

経常収益への振替額

  減価償却費計上による振替額 25,260,003

経常外収益への振替額

 固定資産除却損計上による振替額 1

25,260,004

12．関連当事者間との取引の内容

該当事項なし。

13．重要な後発事象

該当事項なし。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

東京都医療機関物価高騰緊急対策支援金

令和4年度特別養護老人ﾎｰﾑ等物価高騰緊急対策支援金

院内保育事業運営費補助金

令和4年度介護ｻｰﾋﾞｽ事業所燃料費高騰緊急対策支援金

報告業務補助金

介護ｻｰﾋﾞｽ事業所感染防止対策支援事業補助金

介護職員処遇改善支援補助金

板橋区介護施設物価高騰対策支援金

板橋区保育所等物価高騰対策支援金

両立支援助成金

災害拠点連携病院運営協力金

合　　　　　計

現任介護職員資格取得支援事業助成金

合　　　　　　　　　　計

内   　 容


